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　雇用継続給付及び育児休業給付に関する受給資格確認及び支給申請の手続は、

その支給を受ける被保険者本人が行うこととなりますが、 その書類の提出につい

ては、 その被保険者を雇用する事業主が被保険者に代わって手続きを行うよう、

ご協力をお願いします。

　雇用継続給付及び育児休業給付に関する届出および支給申請の期限は、雇用保

険法施行規則により定められています。

　ハローワークでは、雇用継続給付及び育児休業給付についての支給決定を行いま

すと、コンピューターでの処理後、「支給決定通知書」と「次回の支給申請書」を

お渡ししています。

　これらの書類は、 ①本人に支給金額をお知らせし、②次回の支給対象期間及び支給

申請の期限をお知らせし、③高年齢雇用継続給付の場合には年金との併給調整手続き

に必要となる、など大変重要な書類ですので、必ず本人にお渡しください。

　高年齢雇用継続給付金の支給額は、60歳到達時 (休業開始時 ) の賃金額と支給対象

月 (対象期間 ) に支払われた賃金額とを比較し、その低下に応じて決定されることか

ら、 給付金の支給決定後に、すでに提出していただいた賃金月額証明書や支給申請書

について、賃金額の記載誤りや一部算入漏れ等があった場合には、 正しい金額により

改めて支給することとなるため、すでに支給された給付金を回収しなければならない

ケースが発生します。

　雇用継続給付及び育児休業給付に関する手続きの際には、これらの点について十分

ご注意いただくとともに、ご不明な点等ございましたら、 事業所を管轄するハローワ

ークまでお問い合わせください。

第９章　雇用継続給付（高年齢雇用継続給付・介護休業給付）及び
　　　育児休業給付受給のための手続きについて

※

ハローワーク

ハローワーク

ハローワーク
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ハローワーク
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（令和７年４月１日以降に受

給資格要件を満たす方については最大10％）の給付金が支給されるものです。

− 77 −



− 78 −

(※)

※基本手当の支給残日数が 0日以 200 日未満の場合は 1年間、200 日以上の場合 2 年間が支給期間となります。10 上

※ 60 歳前に離職しても対象となる場合があります。
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(※)

※基本手当の支給残日数が 0日以 200 日未満の場合は 1年間、200 日以上の場合 2 年間が支給期間となります。10 上

※ 60 歳前に離職しても対象となる場合があります。
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(※１)

(※２)

※１　基本手当の支給残日数が 100日以上 200 日未満の場合は 1年間、200 日以上の場合 2 年間が支給期間となります。

※２　令和７年４月１日以降に受給資格要件を満たす方は、最大10％となります。

※ 60歳前に離職しても対象となる場合があります。
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ハローワーク

ハ

ローワーク

令和

※「賃金月額」とは、

算定し
た額が上限額を超える場合は上限額に、算定した額が下限額を下回る場合に
は下限額となります。

494,700 ６ 486,300

82,380６令

令

和

和

86,070
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　ここでいう「完全賃金月」とは、賃金締切日ごとに区分された 1 か月の間

に一定の賃金支払基礎日数がある月を指し、原則、賃金支払い基礎日数が、

11 日以上の月が 60 歳到達時等から遡って１年間において６か月必要で、６

か月ない場合は、完全月で賃金の支払いの基礎となった時間数が 80 時間以

上の月が対象となります。

6
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算定し
た額が上限額を超える場合は上限額に、算定した額が下限額を下回る場合に
は下限額となります。

494,700 ６ 486,300

82,380６令

令

和

和

86,070

− 80 −

　ここでいう「完全賃金月」とは、賃金締切日ごとに区分された 1 か月の間

に一定の賃金支払基礎日数がある月を指し、原則、賃金支払い基礎日数が、

11 日以上の月が 60 歳到達時等から遡って１年間において６か月必要で、６

か月ない場合は、完全月で賃金の支払いの基礎となった時間数が 80 時間以

上の月が対象となります。

6

ハローワーク

ハ

ローワーク

令和５

※「賃金月額」とは、

算定し
た額が上限額を超える場合は上限額に、算定した額が下限額を下回る場合に
は下限額となります。

486,300 ５ 478,500

79,710５令

令

和

和

82,380
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　ここでいう「完全賃金月」とは、賃金締切日ごとに区分された 1 か月の間

に一定の賃金支払基礎日数がある月を指し、原則、賃金支払い基礎日数が、

11 日以上の月が 60 歳到達時等から遡って１年間において６か月必要で、６

か月ない場合は、完全月で賃金の支払いの基礎となった時間数が 80 時間以

上の月が対象となります。

ハローワーク

ハ

ローワーク

令和４

※「賃金月額」とは、
　原則として、60歳到達時点の直前の完全賃金月６か月の間に支払われた賃

金の総額を180で除して算定された賃金日額の30日分の額となります。

　ここでいう「完全賃金月」とは、賃金締切日ごとに区分された１か月の間

に一定の賃金支払基礎日数がある月を指し、原則、賃金支払い基礎日数が、

11日以上の月が６か月必要で、６か月ない場合は、完全月で賃金の支払いの

基礎となった時間数が80時間以上の月が対象となります。（下線部について

は、令和４年８月１日以降休業開始している者に限り適用となります。）

　なお、賃金月額には、以下のとおり上限額及び下限額があります。算定し
た額が上限額を超える場合は上限額に、算定した額が下限額を下回る場合に
は下限額となります。
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ハローワーク

高齢者雇用継続給付延長
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370,452 84

2,196 84
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ハローワーク

高齢者雇用継続給付延長
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376,750

2,295
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７
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（※）

（※）

※　令和７年４月１日以降に受給資格要件を満たす方は64％となります。

376,750

2,295

６

６

370,452

2,196

令和

令和
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７
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（※）

（※）

※　令和７年４月１日以降に受給資格要件を満たす方は64％となります。
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2,295

６

６
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2,196
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令和
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（令和７年３月31日までに受給資格要件を満たす場合）
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ハローワーク

ハローワーク

ハローワーク

※　受給資格確認票は、マイナンバーを記載して提出してください。
　　なお、あらかじめマイナンバーを届け出ている者については、年齢
　　確認書類の写しを省略できます。
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ハローワーク

※　受給資格確認票は、マイナンバーを記載して提出してください。
　　なお、あらかじめマイナンバーを届け出ている者については、年齢
　　確認書類の写しを省略できます。
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事業所の所在地を管轄するハローワーク

ハローワーク（

※　事業主の方が手続きを行う場合であって、新たに60歳から65歳の方を雇った

　場合、「雇用保険被保険者取得届」の届出により、通知される「雇用保険被保

　険者資格取得等確認通知書」に「高齢者雇用継続給付受給可」と印字されてい

　る場合があります。その場合は、「高齢雇用継続給付受給支給申請書及び高齢

　雇用継続給付受給次回申請日指定通知書」を発行する事が可能ですが、受給の

　可否についてあらかじめ本人が同意していることが条件となりますので、ご留

　意ください。

公共職業安定所長）から、あらかじめ事業所ごとに「奇数型」と

「偶数型」のいずれかを指定します。（「次回支給申請日指定通知書」に印字されて

います。） 

支給申請月は、ハローワーク（公共職業安定所長）から指定された月型は、

今後、その事業所の支給申請月の型となりますが、特段の事情がない限り、

この月型は変更できません。 
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ハローワーク

ハローワーク

記入してもらうようにしてください。

※　受給資格確認票は、マイナンバーを記載して提出してください。

（88 〜 90 ページ参照）

（88 〜 90 ページ参照）

（91 ページ参照）

（91 ページ参照）
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ハローワーク

ハローワーク

記入してもらうようにしてください。
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